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ともあり、最終的には、予算編成及び議会の審議を経て決定されることとなります。事業費につ
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 なお、本計画の見直しに当たっては、本県に確保されている平成 23年度（平成 22年度からの繰

越分）地域医療再生臨時特例交付金のうち 40億円以上を東日本大震災からの復旧に当て、被災地

の医療提供体制の復旧・復興を図ることとする交付条件を踏まえたものとします。  
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Ⅰ 地域医療再生計画の期間 

  平成23年４月１日から平成25年度末までの期間を対象として定めるものとする。 

 

Ⅱ 現状の分析 

 １ 本県の医療提供体制の特色 

   本県においては、山間地が多い地理的条件や都市部へのアクセスが十分でなかったこと、また、

民間の医療機関が不足している地域も多いという状況もあり、県立病院や市町村立医療機関の整備

がなされ、地域のプライマリ・ケアから広域的な救急、高度・専門医療等まで幅広くカバーするな

ど、公的医療機関が医療提供体制の大きな役割を担っている。 

   病院全体に占める公立病院の割合（一般病床数の48.3％）は、全国最高の水準にあり、特に歴史

的な沿革を背景に、県立病院が占める割合（同42.1％）は群を抜き高く、本県医療の主要な機能を

担っている。県立病院では、９圏域設定している二次保健医療圏の中で完結性の高い医療を提供す

るため、各圏域内の病院を二次救急、高度・専門医療等を担う中核的な病院や、初期救急やプライ

マリ・ケア等を担う地域病院などに機能分担し、これらの病院の連携により一体的かつ効率的な運

営を行う取組を進めてきた。 

 

   一方、本県唯一の私立総合医療系大学である岩手医科大学（盛岡市）は、医学部（昭和３年開設）

と歯学部（昭和40年開設）、薬学部（平成19年開設）を有し、教育と臨床、研究が有機的に結合し

た医育機関、高度・専門医療機関であり、本県の病院ネットワークの中核として地域医療に重要な

役割を発揮している。また、同大学附属病院は、高度・専門医療機能のみならず、各医療圏におけ

る医療機能を人材面において厚く支援し、医師会、行政などとの緊密な連携のもと、本県医療ネッ

トワークの形成に大きく寄与している。 

 

   特に本県においては、深刻な医師不足に伴い、医師の地域偏在・診療科偏在が大きな課題となっ

ており、その中でも、小児科や産科の医師不足を踏まえ、周産期医療の高度化、効率化等に取り組

んできたところである。本県では、周産期医療の中核である総合周産期母子医療センターとして岩

手医科大学附属病院が指定されているとともに、４つの周産期医療圏では、地域周産期母子医療セ

ンターとして中央（盛岡市）、中部（北上市）、磐井（一関市）、大船渡（大船渡市）、久慈（久

慈市）及び二戸（二戸市）の６県立病院と盛岡赤十字病院（盛岡市）、北上済生会病院（北上市）

が指定され、医療機関の機能分担と相互の連携を図りながら、患者のリスクに応じ、全県で対応し

ていく体制の確保に取り組んでいる。 

 

   また、救急・災害医療においては、広大な県土をカバーするため、高度救命救急センターが岩手

医科大学附属病院に、救命救急センターが県立大船渡病院及び県立久慈病院に整備されているほか、

基幹災害拠点病院に同附属病院と盛岡赤十字病院が、地域災害拠点病院には９県立病院が指定され

ているなど、同附属病院と県立病院網が連携し、本県の救命救急医療の重要な役割を担っている。 

 

   このような、岩手医科大学附属病院と県立病院網の連携は、いわて医療情報ネットワークシステ

ムを通じたテレビ会議によるカンファレンス（コンサルテーション）等の活用や、周産期医療情報

ネットワーク（いーはとーぶ）など本県独自のネットワークシステムの構築等によって、より緊密

に、一体的なものとして運用されるよう充実強化に取り組んでいるところであり、本県医療提供体

制の特色となっている。 
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二次保健医療圏と県立病院の所在 

 本県は山間地域が多いことや積雪などの影響、あるいは公共交通機関の状況によって移動に

時間を要する地域もあることから、こうした本県の地理的特性や高齢者等の移動の負担を勘案

し、一般道路を利用して概ね 1 時間以内で移動可能な範囲を二次保健医療圏としている。 

【凡例】 

医 療 圏：    県 立 病 院： 

市町村界：    県立診療所： 

二戸 

中央 

中部 

胆沢 

磐井 

大東 高田 

大船渡 

釜石 

大槌 

山田 

宮古 

久慈 

九戸 

沼宮内 

紫波 

大迫 

住田 江刺 

遠野 

千厩 

一戸 

軽米 

東和 

盛 岡 

岩手中部 

胆 江 

両 磐 

気 仙 

釜 石 

宮 古 

久 慈 

二 戸 

田野畑村 

岩泉町 

山田町 

宮古市 

大槌町 

釜石市 

住田町 

陸前高田市 

大船渡市 

一戸町 

九戸村 

軽米町 

二戸市 

野田村 

普代村 

洋野町 

久慈市 

滝沢村 

紫波町 

岩手町 

葛巻町 

雫石町 

八幡平市 

矢巾町 

盛岡市 

平泉町 

金ケ崎町 

西和賀町 

遠野市 

一関市 

奥州市 

北上市 

花巻市 

南光 
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 ２ 東日本大震災による本県医療提供体制への影響 

  ⑴ 地震及び津波の概要とその被害状況 

    平成23年３月11日に発生した三陸沖を震源とする地震は、マグニチュード9.0と国内観測史上類

を見ない規模の大地震で、その地震に伴う巨大津波、さらにその後断続的に発生した余震は、本

県各地に深刻な被害を与えた。 

    この地震により、本県では、大船渡市、釜石市、滝沢村、矢巾町、花巻市、一関市、奥州市、

藤沢町で震度６弱を観測したほか、県内各地で強い揺れを観測し、地震に伴って発生した津波は、

北海道から東北、関東地方の広範囲に及ぶなど、明治29年、昭和８年の三陸地震津波、昭和35年

のチリ地震津波を凌ぐ大規模なものだった。気象庁は、この地震を「平成23年（2011年）東北地

方太平洋沖地震」と命名し、政府は、この地震による震災の名称を「東日本大震災」とした。 

    また、この地震の発生後、大小含めた数多くの余震が断続的に発生し、特に平成23年４月７日

には、宮城県沖を震源とするマグニチュード7.1の強い余震が発生し、大船渡市、釜石市、矢巾

町、一関市、平泉町、奥州市での震度６弱をはじめ、県内各地で強い揺れを観測した。 

 

    表１ 地震及び津波の概要 

項  目 東北地方太平洋沖地震 宮城県沖を震源とする地震(最大余震) 

発生日時 平成23年３月11日(金)14時46分頃 平成23年４月７日(木)23時32分頃 

震央地名 三陸沖 宮城県沖 

震源の緯度､経度､深さ 北緯38°06.2′東経142°51.6′24km 北緯38°12.2′東経141°55.2′66km 

規模（ﾏｸ゙ ﾆﾁｭー ﾄﾞ） 9.0（ﾓー ﾒﾝﾄﾏｸ゙ ﾆﾁｭー ﾄ゙ ） 7.1（暫定値） 

本県の最大震度 震度６弱：大船渡市、釜石市、滝沢村、矢巾町、
花巻市、一関市、奥州市、藤沢町 

震度６弱：大船渡市、釜石市、矢巾町、一関
市、平泉町、奥州市 

津波の高さ 宮 古 11日15時26分 8.5ｍ以上 
釜 石 11日15時21分 4.2ｍ以上 
大船渡 11日15時18分 8.0ｍ以上 
久慈港 8.6ｍ推定 

－ 

    出典：岩手県東日本大震災津波復興計画 復興基本計画（データは平成23年７月25日現在のもの。）気象

庁発表資料等を基に、岩手県災害対策本部及び岩手県復興局でまとめたもの 

    この震災による県内の死者・行方不明者は6,035人（平成24年１月11日現在）となっており、本

県の人口の0.5％、沿岸地域の人口の2.5％に及ぶ。 

    また、家屋被害は、全壊・半壊が24,736棟（平成23年12月28日現在）に上り、そのほとんどが

津波による被害である。浸水地域の人口は約８万８千人で、被災市町村の全人口の約３割を占め

ている。 

    そのほかに、水産業をはじめとした産業被害が8,178億円（平成23年11月21日現在）、公共土木

被害が2,573億円となっている（平成23年７月25日現在）。 

 

    沿岸地域は、壊滅的な被害を受け集落・都市機能をほとんど喪失した地域、臨海都市の市街地

を中心に被災した後背地の市街地は残存している地域など、市町村や地域によって被害の状況は

大きく異なっている。 

    また、内陸地域においても、人的被害や家屋、製造業・農林業施設、公共土木等の被害が発生

している。 

    特にライフラインの被害は、県災害対策本部が把握している最大値でみると、全県で停電が約

76万戸、ガス供給停止が約9.4千戸、断水が約18万戸、電話不通回線が約６万６千回線となり、

長期・大規模な停電等とガソリン等の燃料不足は、食料、医薬品等の必要物資の物流や県民の日

常生活に大きな支障を来した。 
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    表２ 東日本大震災による人的被害・建物被害状況 

市町村名 死者(人) 

行方不明者数(人) 

負傷者(人) 家屋倒壊数(棟)  うち、死亡届の

受理件数(件) 

陸前高田市 1,554 298 241 不明 3,341 

大 船 渡 市 339 88 72 不明 3,629 

釜 石 市 887 169 159 不明 3,641 

大 槌 町 802 505 466 不明 3,717 

山 田 町 604 165 157 不明 3,167 

宮 古 市 420 114 92 33 4,675 

岩 泉 町 7 0 0 0 197 

田 野 畑 村 14 15 14 8 270 

普 代 村 0 1 1 1 0 

野 田 村 38 0 0 17 479 

久 慈 市 2 2 2 10 277 

洋 野 町 0 0 0 0 26 

沿 岸 小 計 4,667 1,357 1,204 69 23,419 

内 陸 小 計 0 11 5 119 1,317 

総  計 4,667 1,368 1,209 188 24,736 

出典：岩手県総務部総合防災室調べ（平成24年１月11日 17：00時点） 

 

  ⑵ 医療提供施設の被害・医療従事者の被災の状況 

    医療提供施設については、本県全体で病院63施設、診療所150施設、歯科診療所141施設、薬局

64施設が被害を受け、本県の病院、診療所、歯科診療所、薬局全体（2,037施設）の20.5％に及

んだ。 

    特に沿岸部では、被災した施設が52.9％に上り、陸前高田市、大槌町及び山田町では、市・町

内の医療施設のほとんど全てが全壊したほか、気仙、釜石及び宮古、それぞれの保健医療圏の地

域病院としての役割を担う高田、大槌及び山田の３つの県立病院が全壊するなど、甚大な被害を

受けた。 

    また、医師・歯科医師の９名が死亡・行方不明（平成24年２月１日現在）となり、薬剤師にあ

っては６名が死亡・行方不明、看護職員にあっても20名が死亡（平成24年２月１日現在）した。

家族や自宅等に被害が及んだ医療従事者も数多くあり、地域の医療提供体制に甚大な被害があっ

た。 

 

    表３ 医療提供施設の被災状況（全県 H24.1.1現在） 

区  分 施設数 
被災施設数 

計 全 壊 大規模半壊 半 壊 一部損壊 

病  院 94 63 3 1 0 59 

診療所（医科） 754 150 32 6 8 104 

診療所（歯科） 613 141 37 9 2 93 

薬 局 576 64 37 5 9 13 

合  計 2,037 418 109 21 19 269 
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  ＜二次保健医療圏ごとの被災等の状況＞ 

   特にその被害が大きい気仙保健医療圏、釜石保健医療圏及び宮古保健医療圏の被災等の状況は次

のとおりである。（なお、久慈保健医療圏では、津波により診療所１施設が倒壊、薬局２施設が半

壊している。） 

 

   【気仙保健医療圏】 

   ア 被災前における圏域の概要 

     気仙圏域には、圏域の中核病院である県立大船渡病院と、地域病院である県立高田病院があ

り、これらの公立病院が急性期一般医療を担い、精神医療は県立大船渡病院と民間の専門病院

が担ってきた。療養病床は民間病院のみに設置されてきた。 

     当該圏域の基準病床数は721床、既存病床数は556床（一般病床525床、療養病床37床、職域病

院等の病床数の補正▲６床）であり、病床非過剰地域となっている。 

     ４疾病の高度・専門医療機能については、県立大船渡病院が、がんの「手術・放射線・化学

療法の組み合わせによる集学的治療」、脳卒中の「急性期」、急性心筋梗塞の「急性期（PCI

（経皮的冠動脈インターベンション）まで行う。）」などの全てについて医療機能を担い、４

疾病の日常的な医療機能については、県立高田病院が、脳卒中の「予防」、急性心筋梗塞の「予

防」、糖尿病の「初期・安定期治療」の医療機能を担ってきた。 

   イ 被害及び復旧の状況 

    ○病院・診療所 

     気仙圏域内の病院及び診療所（40施設）のうち24施設が被災し、そのうち災害復旧費補助や

本計画策定前に早期交付された地域医療再生臨時特例交付金、民間支援等を活用した県立病院

や元の施設で診療を再開している施設は10施設、仮設施設で再開しているのは６施設となって

いる。（施設復旧の支援等については、他の医療提供施設及び他の圏域でも同様であり、以後

は説明を省略する。） 

     なお、陸前高田市内では、８月７日から岩手県医師会が仮設施設による高田診療所を開設し

ている。（診療科：眼科、耳鼻咽喉科、内科、外科、整形外科、泋尿器科、皮膚科、精神科、

心療内科、小児科、婦人科） 

     未再開となっている８施設のうち、再開が見込まれるのは２施設で、その他は廃業等が５施

設、未定が１施設となっており、現時点で、85％の施設の再開が見込まれている。また、圏域

内の病床数791床（一般病床：519、療養病床：60、結核病床：10、感染症病床：４、精神病床

198）のうち88床（一般病床）が使用できない状況になっており、被災前の約89％の病床数とな

っている。 

    ○歯科診療所 

     気仙圏域内の歯科診療所（29施設）のうち22施設が被災し、そのうち元の施設で再開してい

る施設は６施設、仮設施設で再開しているのは９施設となっている。未再開となっている７施

設のうち、再開が見込まれるのは１施設で、その他は廃業が２施設、未定が４施設となってお

り、現時点で、約79％の施設再開が見込まれている。 

    ○薬局 

     気仙圏域内の薬局（30施設）のうち19施設が被災し、そのうち元の施設で再開している施設

は５施設、仮設施設で再開しているのは８施設となっている。未再開となっている６施設の今

後は未定となっており、現時点で、80％の施設再開が見込まれている。 
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    表４ 気仙保健医療圏の医療提供施設の被害状況及び復旧状況（H24.1.1現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   【釜石保健医療圏】 

   ア 被災前における圏域の概要 

     釜石圏域には、圏域の中核病院である県立釜石病院と、地域病院である県立大槌病院があり、

これらの公立病院がほぼ急性期一般医療を担っており、長期療養、精神医療等については、そ

れぞれ民間の専門病院等が担ってきた。 

     当該圏域の基準病床数は519床、既存病床数は764床（一般病床742床、療養病床102床、職域

病院等の病床数の補正▲80床）であり、病床過剰地域となっている。 

     ４疾病の高度・専門医療機能については、県立釜石病院が、脳卒中の「急性期」の医療機能

を担ってきたが、がんの治療の「放射線療法」や急性心筋梗塞の「PCI」は行っていない状況に

あることから、平成21年度地域医療再生計画（釜石保健医療圏）では、県立釜石病院に放射線

がん治療システムを導入する等がん診療体制の充実強化を図り、平成24年度までに地域がん診

療連携拠点として指定する事業を計上している。 

     県立大槌病院では、脳卒中の「予防」及び「維持期」、急性心筋梗塞の「予防」及び「維持

期」、糖尿病の「初期・安定期治療」の４疾病の日常的な医療機能のほかに、がんの手術療法、

糖尿病の専門的治療などの医療機能も担ってきた。 

     また、民間病院のせいてつ記念病院や釜石のぞみ病院においては、脳卒中、急性心筋梗塞、

糖尿病の日常的な医療機能が担われている。 

   イ 被害及び復旧の状況 

    ○病院・診療所 

     釜石圏域内の病院・診療所（26施設）のうち21施設が被災し、そのうち元の施設で診療を再

開している施設は８施設、仮設施設で再開しているのは９施設となっている。 

     未再開となっている４施設のうち、廃業が１施設、未定が３施設となっており、現時点では、

約85％の施設の再開が見込まれている。また、圏域内の病床数1,019床（一般病床：711、療養

病床：102、感染症病床：２、精神病床：204）のうち131床（一般病床：129、感染症病床：２）

が使用できない状況になっており、被災前の約87％の病床数となっている。 

    ○歯科診療所 

     釜石圏域内の歯科診療所（24施設）のうち17施設が被災し、そのうち元の施設で再開してい

る施設は３施設、仮設施設で再開しているのは10施設となっている。未再開となっている４施

自院 仮設

病院 1 1 1 0 0 0 0

診療所 24 13 7 2 2 2 0

歯科診療所 18 13 6 4 0 0 3

薬局 20 10 4 5 0 0 1

病院 2 1 0 1 0 0 0

診療所 9 9 2 3 0 3 1

歯科診療所 9 9 0 5 1 2 1

薬局 9 9 1 3 0 0 5

病院 0 0 0 0 0 0 0

診療所 4 0 0 0 0 0 0

歯科診療所 2 0 0 0 0 0 0

薬局 1 0 0 0 0 0 0

病院 3 2 1 1 0 0 0

診療所 37 22 9 5 2 5 1

歯科診療所 29 22 6 9 1 2 4

薬局 30 19 5 8 0 0 6

医療提供

施　　設

大船渡市

陸前高田市

住田町

圏域全体

既存数 被災
再開 再開

見込
廃止等 未定



7 
 

設のうち、廃業が２施設、未定が２施設となっており、現時点では、約83％の施設再開が見込

まれている。 

    ○薬局 

     釜石圏域内の薬局（22施設）のうち15施設が被災し、そのうち元の施設で再開している施設

は２施設、仮設施設で再開しているのは７施設となっている。未再開となっている６施設の今

後は未定となっており、現時点では、約73％の施設再開が見込まれている。 

 

    表５ 釜石保健医療圏の医療提供施設の被害状況及び復旧状況（H24.1.1現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   【宮古保健医療圏】 

   ア 被災前における圏域の概要 

     宮古圏域には、圏域の中核病院である県立宮古病院と、県立山田病院があり、これらの公立

病院がほぼ急性期一般医療を担い、長期療養、精神医療については、それぞれ民間の専門病院

が担ってきた。 

     当該圏域の基準病床数は766床、既存病床数は710床（一般病床550床、療養病床160床、職域

病院等の病床数の補正なし）であり、病床非過剰地域となっている。 

     ４疾病の高度・専門医療機能については、県立宮古病院が、がんの「手術・放射線・化学療

法の組み合わせによる集学的治療」、脳卒中の「急性期」の医療機能を担っているが、急性心

筋梗塞の内科的治療を実施し、「PCI」は行っていない状況にある。 

     県立山田病院では、がんの「在宅療養支援」、脳卒中の「予防」、急性心筋梗塞の「予防」

及び「維持期」、糖尿病の「初期・安定期治療」の４疾病の日常的な医療機能のほかに、糖尿

病の専門的治療などの医療機能も担ってきた。 

     また、済生会岩泉病院や民間病院の宮古第一病院においては、がん、脳卒中、急性心筋梗塞、

糖尿病の日常的な医療が提供されている。 

   イ 被害及び復旧の状況 

    ○病院・診療所 

     宮古圏域内の病院・診療所（45施設）のうち19施設が被災し、そのうち元の施設で診療を再

開している施設は12施設、仮設施設で再開しているのは４施設となっている。 

     未再開となっている３施設は廃業となっており、現時点では、約93％の施設の再開が見込ま

れている。また、圏域内の病床数1,449床（一般病床：641、療養病床：154、結核病床：10、感

染症病床：４、精神病床：640）のうち104床（一般病床：102、療養病床：２）が使用できない

状況になっており、被災前の約93％の病床数となっている。 

 

 

自院 仮設

病院 5 5 5 0 0 0 0

診療所 13 8 3 3 0 1 1

歯科診療所 18 11 3 6 0 1 1

薬局 16 9 1 3 0 0 5

病院 1 1 0 1 0 0 0

診療所 7 7 0 5 0 0 2

歯科診療所 6 6 0 4 0 1 1

薬局 6 6 1 4 0 0 1

病院 6 6 5 1 0 0 0

診療所 20 15 3 8 0 1 3

歯科診療所 24 17 3 10 0 2 2

薬局 22 15 2 7 0 0 6

既存数 被災
再開 再開

見込
廃止等 未定

釜石市

大槌町

圏域全体

医療提供
施　　設
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    ○歯科診療所 

     宮古圏域内の歯科診療所（36施設）のうち19施設が被災し、そのうち元の施設で再開してい

る施設は13施設、仮設施設で再開しているのは３施設となっている。未再開となっている３施

設のうち、再開が見込まれるのは１施設で、その他は廃業が１施設、未定が１施設となってお

り、現時点では、約94％の施設再開が見込まれている。 

    ○薬局 

     宮古圏域内の薬局（32施設）のうち17施設が被災し、そのうち元の施設で再開している施設

は８施設、仮設施設で再開しているのは１施設となっている。未再開となっている８施設の今

後は未定となっており、現時点では、75％の施設再開が見込まれている。 

 

    表６ 宮古保健医療圏の医療提供施設の被害状況及び復旧状況（H24.1.1現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 被災後における医療提供体制の状況 

  ⑴ 発災直後におけるＤＭＡＴ活動 

    発災後、県では岩手ＤＭＡＴのほか全国のＤＭＡＴに派遣要請を行い、３月19日までの間に岩

手ＤＭＡＴ６チームのほか、29都道府県から128チームが本県に参集し、災害急性期における医

療救護活動を実施した。 

    県庁災害対策本部支援室内に岩手県ＤＭＡＴ調整本部を設置し、岩手県全域の病院被災状況や

医療ニーズについて収集した情報を基に、支援の必要な災害拠点病院へＤＭＡＴチームを派遣、

各災害拠点病院に参集したＤＭＡＴは、患者のトリアージ、応急処置などの活動を行った。 

    被災地では地域の病院、診療所が全壊・半壊又は機能維持が困難となったことから、救命治療

を要する沿岸部の重症患者や被災病院の入院患者等を内陸部に搬送するため、花巻空港及び岩手

県消防学校を広域医療搬送拠点に指定し、ここに参集したＤＭＡＴはヘリ搬送された患者のトリ

アージ、応急処置を行った後、内陸部の病院や県外の病院に搬送した。沿岸地域からヘリに

より広域医療搬送拠点に搬送された患者数は、当該拠点を運営していた３月12日から19日ま

自院 仮設

病院 4 2 2 0 0 0 0

診療所 28 12 10 1 0 1 0

歯科診療所 24 13 10 1 1 0 1

薬局 21 9 7 0 0 0 2

病院 1 1 0 1 0 0 0

診療所 4 3 0 2 0 1 0

歯科診療所 5 5 2 2 0 1 0

薬局 10 8 1 1 0 0 6

病院 1 0 0 0 0 0 0

診療所 6 1 0 0 0 1 0

歯科診療所 5 0 0 0 0 0 0

薬局 0 0 0 0 0 0 0

病院 0 0 0 0 0 0 0

診療所 1 0 0 0 0 0 0

歯科診療所 2 1 1 0 0 0 0

薬局 1 0 0 0 0 0 0

病院 6 3 2 1 0 0 0

診療所 39 16 10 3 0 3 0

歯科診療所 36 19 13 3 1 1 1

薬局 32 17 8 1 0 0 8

廃止等 未定

宮古市

山田町

岩泉町

圏域全体

田野畑村

医療提供
施　　設

既存数 被災
再開 再開

見込
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での間で191人を数えている。このうち県外への搬送患者は16人で、自衛隊機等にて北海道、

東京都及び秋田県へ搬送されている。 

 

  ⑵ 避難所等における医療救護活動 

    発災後の救命救急医療に対応したＤＭＡＴ体制から、広範囲にわたる避難所等の医療救護に対

応するため、岩手医大、県医師会、日赤、国立病院機構、県医療局、県を構成員とする「いわて

災害医療支援ネットワーク（平成23年３月20日）」を組織し、地域からの要請をもとに連携や調

整を図りながら、被災地域への医療救護チームの派遣や医療機関等への支援を実施するなど、避

難所等における保健医療の確保を図った。 

    発災後、県内外から多くの保健医療チームの派遣の申し出をいただき、医師や看護師等を構成

員とする避難所への医療救護チーム(最多58チーム)、精神科医等を構成員とするこころのケアチ

ーム(最多19チーム)、保健師による巡回チーム(最多55チーム)のほか、県立大船渡病院、県立宮

古病院などの中核的な県立病院への診療応援や歯科医療・歯科口腔ケアの巡回チームが活動した。

このうち、保健師チーム等による保健活動については、避難所が閉鎖された後も、仮設住宅入居

者等を対象に継続して行われている。 

    また、岩手医科大学においては「災害時地域医療支援室」を組織し、県内の災害拠点病院支援

のために全国の大学病院等から病院医療を支援できる医師を募集し、被災地の災害拠点病院等へ

の派遣のマッチングを行うなど、被災地の医療提供体制の確保に大きな役割を果たした。 

    社団法人岩手県医師会により組織されたＪＭＡＴ岩手は、７月から山田町、大槌町、陸前高田

市への診療応援を始め、特に陸前高田市には、地元の要請により岩手県医師会高田診療所を８月

７日に開所しており、当該市町での診療応援は現在も継続して行われているところである。この

ほか、陸前高田市、大船渡市及び山田町の保育園、幼稚園又は小学校の一部で健康診断を実施し、

宮古市では「子どものこころのケアセンター」を開設するなど、被災地の医療提供体制の確保に

大きく貢献している。 

 

  ⑶ 仮設診療所の設置 

    ライフラインの復旧や仮設住宅の建設、地域医療機関の診療の再開により、徐々に全国からの

救護医療チームが縮小し、地域医療機関を中心とした医療提供体制に移行していくこととなった。 

    仮設住宅の建設や地域医療機関の診療再開などの状況を踏まえ、復興に向けた第１ステップと

して、被災地の診療機能が回復されるまでの間、被災した県立病院を含めて仮設診療所を設置し、

仮設診療所と一部の地域医療機関による医療提供体制の確保が図られている。 

 

  ⑷ 被災時の透析医療の状況 

    本県の震災時における透析医療の状況は、透析医療機関数が45箇所、人工腎臓装置(人工透析機

器)数が全県968台、患者(血液透析患者)数が2,780人となっている。 

    発災直後から、毎日、県内全ての各透析医療機関の被害状況、施設の稼働状況等の調査を行っ

たほか、３月13日には、人工透析相談窓口（24時間対応）を県健康国保課内に設け、かかりつけ

医療機関での人工透析の継続が困難となった患者等からの相談に応じるとともに、岩手腎不全研

究会等の関係機関と緊密な連携を図りながら、受入医療機関の調整等を実施した。３月14日から

３月20日にかけては、被災地域等の透析医療機関における医師支援のため、岩手医科大学に医師

８名の派遣を要請した。 

    これらの人的支援を行うとともに、燃料不足に係る対応策として透析患者の医療機関への移送

手段、宿泊施設等の確保を市町村に要請するとともに、各透析医療機関に対して、患者用送迎バ

ス等への給油許可証の交付を優先的に行った。また、本県災害対策本部と連携し、透析医療機関

で使用する燃料、水等の確保を行い、４月１日には県内全ての透析医療機関で透析が可能となっ

た。 
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 ４ 本県の周産期・小児・高度救命救急医療等に係る医療提供体制の現状 

  ⑴ 医療従事者の状況 

   ア 医師の状況 

     平成22年末現在で県内に在住する医師数は2,576人で、平成20年に比べ18人（△0.7％）減尐

している。人口10万人当たりの医師数で見ると193.7人（全国230.4人）となり、平成20年より

1.8人の増加となっているものの、全国と比較すると未だ低い水準にある。特に産婦人科・産科

の医師数は15歳から49歳までの女子人口10万人当たりで37.8人（全国39.4人）で全国33位であ

り、小児科の15歳未満人口10万人当たりの医師数は75.8人（全国94.4人）で全国42位となって

いる。 

     保健医療圏別に人口10万人当たりの医師数（平成22年末現在）を見ると、県平均を上回って

いるのは、盛岡保健医療圏（286.9人）のみであり、これ以外の８圏域では県平均を下回ってい

る。特に沿岸に位置する圏域の人口10万人当たりの医師数は低い傾向にあり、最も低い宮古が

118.7人、次いで久慈の123.2人、釜石の136.7人となっている。 

     このように、産科や小児科などの特定診療科の医師不足が続いており、また、沿岸地域の医

師不足など医師の地域偏在の問題が依然として残っている。 

 

   イ 看護職員の状況 

     本県の人口10万人対就業看護職員数を見ると全国平均を上回る状況で推移しているものの

（平成20年：岩手県1185.2人、全国：1036.5人 平成22年：岩手県1235.6人、全国1089.2人）、

医療を取り巻く環境が大きく変化している中で、看護の現場は、医療技術の進歩や患者の高齢

化・重症化、国の医療制度改革等に伴う在院日数の短縮、７対１看護の導入等により業務密度・

負担が増大している。 

     平成22年度に策定した本県の「第七次看護職員需給見通し」において平成27年の看護職員需

要数17,170.6人に対して供給数16,433.2人と737.4人の不足が見込まれており、医療安全の確保

や患者の視点に立った質の高い医療サービを提供していくために、時代の要請に応えられる看

護職員を質・量ともに確保していくことが求められている。 

 

  ⑵ 周産期・小児・高度救命救急医療の状況 

    平成21年度地域医療再生計画（盛岡保健医療圏）においては、本県の周産期・小児・高度救命

救急医療体制について、①本県医師数が全国と比較し低い水準にあり、地域偏在や診療科偏在が

深刻化していること、②産科医師数の減尐に伴い分娩取扱機関が減尐していること、③低出生体

重児の出生割合が増加していること、④全国を上回って周産期死亡率が推移していること、⑤救

命救急機能にあっては広大な県土の全域に迅速な対応が求められること、⑥高度救命救急センタ

ーの機能拡充が難しいこと等の現状、課題等を踏まえ、引き続きその課題解決に向けて取り組ん

でいくこととし、その具体的方策として、これまで「統合医療センター（周産期・小児・高度救

命救急）（仮称）整備構想」の実現に向けて検討してきたところである。 

    また、今般の震災においては、岩手県産婦人科医会等の協力を得て、被災地から内陸部医療機

関への妊婦のリスクに応じた受入態勢の確保に努めるとともに、周産期医療情報ネットワークシ

ステムに登録している妊婦情報を被災地の市町村に情報提供することにより、早期に妊婦支援を

再開することができたところではあるが、さらに、大規模災害の発生時において包括的に対応で

きる高度医療の拠点形成が強く望まれているところである。 

 

  ⑶ 重症心身障がい児等（濃密な医療管理を要する超重症児等）医療体制の現状 

   ア 重症心身障がい児等の支援 

     これまでに、重症心身障害児（者）通園事業の受入人数の拡充を図るなど支援の充実に努め

ているが、超重症児等に対する入院・入所支援は、岩手医科大学附属病院、県立療育センター、

独立行政法人国立病院機構２施設（平成23年12月１日現在、179人入院）、民間の医療機関２施

設（平成23年12月１日現在、65人入院）で行っているものの人的体制や施設設備の状況から受
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入人数が限られるため、年々増えている重症心身障がい児や超重症児等のニーズに対応ができ

ていない状況にある。 

     今後、在宅の超重症児等が、症状の重篤化や保護者の高齢化などにより看護が困難になるこ

とが予想され、その受け皿づくりが喫緊の課題となっている。 

     このような状況の中、今般の震災によって、重症心身障がい児等が生命の危険におかれるな

ど新たな課題が生じている。 

    ① 震災では、ライフラインなどが壊滅的な被害を受けたことにより、沿岸地域のみならず全

県的に停電や燃料不足が生じ、在宅の超重症児等は人工呼吸器等の利用に支障を来したため

医療機関への支援を求めたものの、受入体制や設備面から全ての超重症等が支援を受けられ

ることは困難な状況であった。 

      本県の重症心身障がい児（者）は241人（※）（平成23年５月22日現在）おり、特に被害が

大きかった沿岸地域の在宅の重症心身障がい児（者）に対して、県が安否確認を行った結果、

25人中６人が、人工呼吸器等の使用が不可能となったことにより緊急入院できたが、燃料不

足や車両の手配ができず病院への移動手段が確保できなかったことや本人の状態などから入

院ができなかった重症心身障がい児（者）は、震災発生から数日間、昼夜を通して家族を中

心に、燃料の確保に奔走して電動たん吸引器等を稼働させ続けるなど懸命の介護により生命

の危機を乗り越えたものの、家族等の負担は非常に大きなものであった。 

     ※重症心身障がい児(者)：岩手県重症心身障害児（者）を守る会会員による人数であること。 

    ② こうした中、本県の療育の拠点である県立療育センターでは施設の老朽化等により、安全

面の確保が十分に図れないとの理由から、ショートステイを希望する利用者を受け入れるこ

とができず、災害時において、安心して支援を受けられる施設であるよう、災害時支援の機

能強化を図る必要性が指摘されている。 

    ③ 一方で、被災した市町村では、重症心身障がい児等に対する相談支援等の機能回復に時間

を要し、十分な支援を提供できない状況にあるほか、重症心身障がい児を含めた子どもの多

くが、強いストレスにさらされ、心理的ダメージの影響が懸念されるため、被災した宮古、

釜石、気仙地域に「子どものこころのケアセンター」を設置し、支援を継続しているが、今

後、長期的な支援体制を構築していく必要がある。 

     さらに、重症心身障がい児等の教育については、県内唯一の肢体不自由児や重複障がい児を

受け入れている県立盛岡となん支援学校（平成 23 年５月１日現在、在籍児童数 116 人）が県立

療育センターに隣接して設置されており、約８割の児童生徒に対して、同センターにおいて定

期的な医療の提供や訓練、相談等の支援を実施しているが、障がい程度の重度化に対応するた

めにも、更なる、医療・福祉・教育が連携した総合的な支援体制の構築が必要である。 

   イ 障がい者の現状 

    ① 平成21年度に実施した「回復期医療機関からの退院患者実態調査」によると、平成20年度

中に県内の回復期医療機関から退院した患者2,036人のうちおよそ２割は障害福祉サービス

の機能訓練の対象となる65歳未満の者である。 

    ② 退院後の障がい者に対する障害福祉サービスとしては、主に福祉用具・補装具及び住宅改

修が利用されているが、社会リハビリテーションに重要な機能訓練などは、必要性はありな

がら、身近に事業所が尐ないなどの理由で十分に利用されていない。 

    ③ 特に社会リハビリテーションの拠点施設の役割を担う県立療育センターについては、施設

設備や人員体制等の理由から十分にその機能を果たし得ず、利用者数も低迷している。 

    ④ 社会リハビリテーションが必要な全ての障がい者に対し、支援ニーズの把握や障害福祉サ

ービスの利用調整といったケアマネジメントが必要であるが、回復期医療機関と市町村・相

談支援事業所の連携不足などから十分なケアマネジメントが実施されているとは言えない状

況である。 

 

 

 

 被災地における人口、患者受療行動等の状況、介護保険サービスの復旧状況も含めた医療
と福祉の連携状況等については、今後、「医療の復興計画」（仮称）の策定に向けて、分析
していくこととしている。 
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Ⅲ 課題 

○ 被災した医療提供施設の機能回復を図るため、被災地の被害状況に応じた支援ニーズ等を把握

し、仮設施設段階から本格再開に向けた支援が必要である。 

○ 被災により、医療従事者の不足が一層深刻な状況になっていることから、人材の確保に向けた

取組が必要である。 

○ 被災による長期間にわたる停電により、病院機能の維持が困難になったことから、停電時にお

ける病院機能維持に係る対策を講じる必要がある。 

○ 被災による通信手段の途絶により、医療ニーズの把握等が困難になったことから、県立病院等

の通信手段の充実等を図る必要がある。 

○ 本県においては、岩手医科大学と連携し、同大学附属病院に高度救命救急センターを設置し、

また、総合周産期母子医療センターの指定を行うなど、盛岡保健医療圏及び全県に対応する高度

な医療提供体制を東北の中でも早期に整備してきた。しかしながら、医師不足に伴い、全県的に

中核的病院の機能維持が難しくなっている中では、センター機能を担う同大学附属病院への重症

患者の集中による同院の慢性的病床不足や、後送病院の確保が喫緊の課題となっている。 

○ 同大学附属病院の高度救命救急センターや循環器医療センター、総合周産期母子医療センター

は、段階的に、個別に整備されたことから、施設配置の制約上、設備や人員配置における効率化

が困難であるという問題点がある。また、ＰＩＣＵや感染症病床が整備されていないため、小児

救命救急などの重症患者の管理に支障を来している。 

○ これらのことから、全県的な災害時医療提供体制の強化を図る必要性を踏まえ、周産期・小児・

救命救急医療を一体的に効率よく提供できる施設拡充が必要である。 

○ 県立療育センターの整備を進める中で、ＮＩＣＵ退院後の受入れ施設の拡充や重症心身障がい

児の急性増悪への対応等大学病院機能との連携強化を図る必要がある。また、災害時において、

重症心身障がい児等の受入れや支援の体制の整備が必要である。 

 

 １ 被災地における医療提供体制の再建に係る課題 

  ⑴ 被災した医療提供施設の早急な復旧等 

    沿岸市町村の医療提供施設が甚大な被害を受け、住民は「かかりつけ医・歯科医・薬局」を失

っており、速やかな機能の回復が必要である。 

    被災地の医療提供体制の復旧に向け、既存施設で復旧している医療提供施設とともに、被災し

た県立病院を含め、全壊等の医療機関を中心として仮設診療所を設置し、早急に地域の診療機能

を回復していく必要がある。 

    被災した医療提供施設の復旧に当たっては、第一に国の医療施設等災害復旧費補助金を活用す

るものであるが、その対象は、公的病院・診療所や病院群輪番制病院、在宅当番医制診療所、休

日等歯科診療所、在宅当番制歯科診療所等に限られていること、また、当該国庫補助の対象とな

る施設であっても補助対象外となる経費があることなどを踏まえ、地域医療提供体制の速やかな

回復が図られるよう支援を実施する必要がある。 

    また、既存施設による復旧が困難な場合にあっては、施設が本格再建するまでの間、仮設診療

所の設置等により、地域の一次医療を確保する必要がある。 

    さらに、施設の本格再建に当たり、大規模な施設改修や移転整備が必要となる施設にあっては、

新たなまちづくり計画と連動した再建を検討していく必要がある。 
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  ⑵ 透析医療の確保 

    被災前の沿岸部における透析医療の状況は、透析医療機関数が全県45箇所中11箇所、人工腎臓

装置(人工透析機器)数が全県968台中260台、患者(血液透析患者)数が全県2,780人中698人となっ

ており、いずれも全県の約４分の１の割合を占めている。 

    透析医療機関が被災し、また、県内広範にわたり長期間の停電・断水に陥り、多くの透析医療

機関で透析が不能又は透析能力が低下したため、沿岸部の多くの透析患者が内陸部等の医療機関

で透析を受けざるを得ない状況になった。 

    発災の日から３月24日までの間、沿岸被災地の透析医療機関から他病院に透析患者を送り出し

た数は、県において確認ができたものだけでも医療機関数で７施設、患者数で63人に上る。 

    これらの透析患者を受け入れた医療機関にあっても、透析能力に余裕がなく、通常の透析方法

(3 回/週、4h～5h/回)では透析医療の確保が困難であったため、患者一人当たりの透析時間や透

析回数を減らすことや夜間・休日も透析を実施する等により、透析医療を確保したところである。

なお、現時点（９月１日現在）の沿岸地域の人工腎臓装置の不足割合(患者数／人工腎臓装置台数)

は 2.68 であり、厚生労働省が「人工腎臓装置不足地域」として定義する不足割合２を大きく上回

っている。 

    沿岸被災地の透析患者には、透析のための内陸部への通院・転居等の負担や不安を感じず、安

心して地域で住み続けられるようになることが強く望まれ、このことから、沿岸被災地における

透析医療体制の復旧を図り、さらに災害時の透析医療確保のため、沿岸被災地の人工腎臓装置の

整備を推進することが必要である。 

 

  ⑶ 医療機関の非常用設備整備 

    被災による長期間にわたる停電や燃料不足による物流の停滞などにより、多くの医療機関で医

療提供体制の維持が危機的な状況にあった。特に発災から１週間は、自家発電による人工呼吸や

人工透析、飲料水の揚水ポンプ等の稼働用電力の確保のため、発電用燃料の確保に翻弄されたと

ころである。 

    また、４月７日には最大震度６弱の地震が、大船渡市や釜石市を襲うなど、余震が断続的に発

生している状況において、沿岸被災地への非常用設備の整備は急務の課題である。 

 

  ⑷ 医療従事者の養成・確保 

    沿岸部は、これまでも医療従事者の数が県央部を下回る傾向にあり、岩手県医師確保対策アク

ションプランやいわて看護職員確保定着アクションプランによりその確保に努めてきたところ

であるが、被災により一層その状況が深刻化した。 
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    特に看護職員の確保が困難な状態であり、各医療機関等における看護の質の低下や被災地の地

域医療機能の低下を招くことが危惧されることから、適切な看護人員の確保が必要である。 

    また、薬剤師についても、従来から沿岸部の不足が顕著であったが、震災により一層薬剤師の

不足が深刻化しており、必要な人員の確保が必要である。 

    看護師等養成所については、県内にある11校（12課程）のうち３校（３課程）の校舎施設が被

災している。このうち、県立養成所である一関高等看護学院については、校舎施設が使用できな

い状態であり、その寄宿舎についても、気仙圏域を中心とした沿岸部出身の学生も毎年入学して

いる中で、被災等による経済困窮家庭からの学生の受け入れ態勢を強化していくために、現在の

老朽化した建物を整備する必要がある。 

    また、沿岸部の県立病院では、医師公舎やアパート、宿泊施設が損壊するなど、住家を失った

医師、看護師が多く、被災地で医療に従事する職員の住居が不足したことから、応急仮設住居を

整備する必要がある。 

 

 ２ 災害時医療提供体制の強化に係る課題 

  ⑴ 円滑なＤＭＡＴの活動の確保 

    ＤＭＡＴは、県内の災害拠点病院（指定病院）に20チームが配置されているところであり、東

日本大震災における活動展開においては、停電、電話不通等により通信手段の確保が困難となり、

ＤＭＡＴの所有する衛星携帯電話のみを頼りに現場活動を展開したケースもあったほか、不足し

た医療資器材を緊急手配して調達するなど円滑な活動に支障を来し、これらの装備品の整備が必

要である。 

 

  ⑵ 県立病院における災害対応機能の強化 

    被災によるライフラインの途絶が長期間に及んだため、医療活動に様々な支障が生じ、特に通

信手段の確保の重要性が再認識されたところであり、県内全域をカバーする県立病院（診療所を

含む。）においても、速やかに状況を把握し、災害拠点病院を中心とした相互連携対策を講じる

必要がある。 

 

  ⑶ 周産期・小児・高度救命救急医療の高度化、効率的な提供 

    本県においては、岩手医科大学と連携し、同大学附属病院に高度救命救急センターを設置（昭

和55年開設）し、また、同病院を総合周産期母子医療センターに指定（平成13年）するなど、全

県に対応する高度な医療提供体制を東北の中でも早期に整備してきた。しかしながら、医師不足

に伴い、全県的に中核的病院の機能維持が難しくなっている中、センター機能を担う岩手医科大

学附属病院への重症患者の集中による慢性的病床不足や、後送病院の確保が喫緊の課題となって

いる。岩手医科大学大学附属病院には、高度救命救急センターや総合周産期母子医療センターの

ほか、高度先進医療を提供する循環器医療センターが整備（平成９年開設。全国３番目の高度専

門病院）されているが、これらは段階的に、個別に整備されたことから施設は老朽化が進み、一

貫した計画に基づいて整備されたものではないことから、動線の不備等効率性を欠く施設配置を

生じ、さらに、狭隘なことから設備等の拡充が難しく、患者の増加に十分に対応できなくなって

きている。また、ＰＩＣＵや感染症病床が整備されていないため、小児救命救急などの重症患者

の管理に支障を来している。 

    また、本県の周産期・小児・高度救命救急医療体制を維持していくに当たっては、医師の確保

が必要であるが、本県の医師数は全国と比較して低い水準にあり、特に産科や小児科などの特定

診療科の医師不足が続いており、沿岸地域の医師不足など医師の地域偏在の問題が依然として残

っている。 

    さらに、今般の震災を踏まえては、地域で県民が安心して暮らせるよう、大規模な災害発生時

において迅速、適切な救命措置が行われる災害時医療提供体制の充実・強化を具体化していくう

えで、ドクターヘリの導入による救命・広域搬送体制の強化とともに多様な重篤患者に包括的に

対応できる高度医療の拠点形成が強く望まれるところである。 
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  ⑷ 重症心身障がい児等（濃密な医療管理を要する超重症児等）の医療体制等の整備 

   ア 重症心身障がい児等の支援 

     重症心身障がい児等のニーズの高まりにより、対応する医療機関の充実や支援体制の整備が

必要となっている。 

     このため、本県の療育の中核機関である県立療育センターが三次医療のセンター機能を担う

岩手医科大学附属病院のＮＩＣＵからの後送病院としての役割を果たし、また、超重症児等を

受け入れるためにも医療提供機能の強化が必要であることや、近年、増加が著しい発達障がい

児等への相談や診療の支援など、総合的な療育機関としての機能が果たせるよう県立療育セン

ターの再編整備を進める必要がある。さらには、被災した重症心身障がい児等に対する支援体

制の整備が喫緊の課題となっている。 

    ① 本県では、超重症児等の受入可能な医療機関が限られており、震災時において、県立療育

センターなどで数人の受入はしたものの、全てのニーズには対応しきれず、結果として、岩

手医科大学附属病院に受入要請が集中することとなり、同病院では県外の医療機関に対して

受入要請を一時検討する状況であったため、現在の医療提供体制では超重症児等のニーズに

は十分に応えられない状況にある。 

② 災害時における重症心身障がい児等に対する広域的な支援拠点として、避難している障が

い児の一時受入や重症心身障害児施設等と連携した入院等の支援調整機能の強化を図る必要

がある。 

    ③ 被災した障がい児を含む子どものこころのケアは長期間にわたることが見込まれるが、県

内には、子どものこころのケアを専門的に担う機関は僅尐であるため、子どものこころのケ

アを継続して支援できる体制を構築する必要がある。  

    ④ 震災発生後、障がい児に対するサービスの提供が長期的に中断することがないよう、支援

体制の構築を図るとともに、市町村が行う相談支援や療育支援が手厚く継続される体制づく

りのため、県立療育センターの専門的支援が必要である。  

     重症心身障がい児等の教育については、平成19年に改正学校教育法が施行され、重複障がい

への対応など、障がい児一人ひとりにあった教育が受けられる環境の整備が求められているこ

とから、教員のスキルアップはもとより、医療や福祉従事者との密接な連携による総合的な支

援体制の構築を図る必要がある。 

 

   イ 障がい者の支援 

    ① 本県では、通所による機能訓練のサービスを提供している事業所は県立療育センターをは

じめ21事業所であるが、地域によって偏りがあることから、入所による機能訓練を受けるこ

とができる県立療育センターの機能を強化する必要がある。 

    ② 社会リハビリテーションを必要とする全ての障がい者にサービスが提供されるよう、回復

期医療機関、市町村及び療育センターの三者が連携を密にするとともに、市町村担当職員や

相談支援専門員が社会リハビリテーションの専門的知識を習得することにより、十分なケア

マネジメントを実施する必要がある。 
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Ⅳ 目標 

○ 被災した医療機関等のうち既存施設の活用が可能な施設については、その復旧を支援し、全壊

等により既存施設の活用ができない施設にあっては、県が仮設診療所を整備し、を被災地の医療

提供体制の復旧・復興を図る。 

○ 被災した医療機関の仮設施設からの本格再建を図るため、被災地の実情を踏まえて、既存施設

の大規模な改修や移転整備を支援する。 

○ 市町村が東日本大震災津波からの復興事業として行う、医療等複合的な機能を有する施設の整

備を支援し、地域の医療提供体制の確保を図る。 

○ 被災地において医療従事者を確保するため、人材確保に対する支援、普及啓発、施設整備を実

施する。 

○ 被災による長期間にわたる停電が続き、病院機能の維持が困難であったことから、沿岸被災地

の病院・診療所における施設整備を支援する。 

○ 被災により通信手段が途絶され、医療ニーズの把握等が困難になったことから、ＤＭＡＴ装備

品や県立病院の通信手段の充実を図る。 

○ 限られた人的資源の有効活用（医師配置の効率化）を図るため、現状の総合周産期母子医療セ

ンターや岩手県高度救命救急センター等を一体化した施設（統合医療センター（周産期・小児・

高度救命救急）（仮称））として新設し、シームレスな医療環境を整え、高度医療機関に従事す

る医師の効率的配置による患者受入体制の確保を目指す。 

○ 被災した重症心身障がい児等に対する支援機能を付加した県立療育センターの整備により、災

害時においても重症心身障がい児等の支援拠点として役割を果たせる体制を構築する。 

 

 １ 被災地の医療提供体制の再建に係る目標 

  ⑴ 仮設診療所等の整備等 

    沿岸被災地において、恒久的な施設を建設するまでの間、国の補助事業を導入して、被災県立

病院の仮設診療施設（３施設）を始め、仮設住宅の配置や地域住民の交通手段の状況等や運営す

る医師等の意向を踏まえ、県が仮設診療所の整備（診療所16施設、歯科診療所14施設）を行い、

被災した医師等がその運営に当たり、迅速な診療機能の回復を図る。 

    また、県が歯科巡回車（16台）を整備のうえ、被災歯科医師に貸与し、仮設住宅等で生活する

通院困難な高齢者や障がいのある被災者への歯科保健医療を確保する。 

    被害が著しい陸前高田市において、県医師会が、内陸部の医師等のスタッフの派遣により診療

応援をする仮設診療所の運営を支援し、地域の医療提供体制の確保を図る。 

 

  ⑵ 被災した医療機関等の復旧等 

    被災した医療機関等のうち既存施設の活用が可能な施設の復旧に当たり、国の医療施設等災害

復旧費補助の対象とならない施設や当該補助の対象とならない経費に対して、本県独自の支援を

行い、被災地における医療提供体制の確保を図る。これにより、被災した民間医療機関311施設

のうち285施設の再開（91.6%）を支援する。 

 

  ⑶ 被災した医療機関の移転整備等 

    被災した医療機関のうち、本格再建に当たり、既存施設の大規模な改修又は移転整備が必要と

なり、医療施設等災害復旧費補助の対象とならない施設について、当該改修等の支援を実施し、

被災地の医療提供体制の復興を図る。（医療提供体制の復興に当たっては、新たなまちづくりと

連動し、立地や具体的な施設整備についてさらに今後の検討を要することから、この計画では、

早期に実施可能な施設（診療所２施設、歯科診療所６施設）をその対象とする。） 

    また、市町村が行う地域の実情に応じた保健医療施設の整備を支援し、地域の医療提供体制の

確保を図る。 
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  ⑷ 医療従事者の養成・確保 

   ア 沿岸被災地における看護職員の確保が困難な医療機関等に対して人材確保のための支援を行

い、被災地の医療機関等における人的体制の充実を図る。 

     沿岸被災地からの入学者を継続して受け入れている県立一関高等看護学院（定員35人／学年）

について、校舎が被災により使用不能となったこと及び学生の安全・安心な生活環境確保のた

めの寄宿舎の改築が必要なことから、これらの施設の移転整備・改築を行い学習環境の充実等

を図り、医療従事者の養成を推進する。 

   イ 薬剤師について、薬学生（30人／年）の被災地における地元薬剤師との交流研修の実施や、

被災地で従事する薬剤師（８人／年）の認定実習指導薬剤師認定機関への派遣の支援等により、

沿岸地域への薬剤師の定着を図る。また、調剤業務から離れている薬剤師を対象に、調剤実務

に係る研修の場を設け、調剤業務への復帰を促進する。 

   ウ 被災地においては、県立病院の医師公舎や民間のアパート、宿泊施設が損壊するなど、住家

を失った医師、看護師が多く、被災地の医療に従事する県立病院職員の住居が不足したことか

ら、応急仮設公舎を整備する。 

 

  ⑸ 沿岸被災地における災害時医療提供体制の復興・強化に係る取組 

    長期間停電・断水し、また、燃料不足も生じ、沿岸被災地において病院機能の維持が困難とな

った。また、長期停電等による透析不能又は透析能力の低下のため、沿岸被災地では多くの透析

患者がかかりつけの透析医療機関で透析を受けることができず、内陸部等の医療機関で透析を受

けざるを得ない状況となった。 

    これらの状況を踏まえ、病院を対象に自家発電施設の整備を支援し、また、透析医療機関に対

する人工腎臓装置及び自家発電施設の整備支援により、全県では人工腎臓装置の不足割合が2.87

（平成23年９月１日現在）であるが、沿岸の各保健医療圏の当該不足割合を気仙保健医療圏では

1.89から1.80に、釜石保健医療圏では3.85から3.51に、宮古保健医療圏では2.78を2.59に、久慈

保健医療圏では3.52を3.28に改善し、沿岸被災地の医療提供体制の再建・強化を図る。 

 

 ２ 災害時医療提供体制の強化に係る目標 

  ⑴ 災害急性期の医療救護体制・医療提供体制の確保に係る取組 

    東日本大震災津波の際のＤＭＡＴの活動では、通信手段の確保が困難となり、医療ニーズの把

握や医療救護活動の指示・調整に支障を来したほか、携帯用医療器材や隊員の防護服等が不足し

たことから、これらの装備品を整備する。また、各指定病院にはＤＭＡＴ専用の緊急車両がなく、

活動時には病院救急車や公用車による出動を余儀なくされたところである。この状況下では、病

院間の転院搬送等に支障を来すこととなることから、各指定病院にＤＭＡＴ専用車両を整備し、

迅速かつ円滑な出動・活動を目指す。 

    災害時における医療提供体制を確保するため、県民への医療提供の拠点となる県立病院に衛星

携帯電話を整備し、災害時の迅速かつ確実な情報共有を行うための通信手段の確保を図る。 

 

  ⑵ 周産期・小児・高度救命救急医療の高度化、効率的な提供 

   ア 病床不足と、効率的医療提供に不可欠な導線の不備などの問題点を根本的に解決するために

は、具体的には次のような目標設定に基づいて、施設・設備を拡充した統合医療センター（仮

称）を整備することによって、岩手県全域の医療提供体制の改善を図る。 

    ① ＭＦＩＣＵ・ＮＩＣＵを拡充し、ハイリスク妊婦・新生児の受入れを 20～30％増加させる。 

    ② 小児循環器疾患や小児外科疾患、小児救命救急患者等に対応するＰＩＣＵ（現在は小児病

棟や一般ＩＣＵ等を使用）を設置し、重症患者や外科疾患などへの診療体制を整備する。こ

れにより、小児循環器疾患等の検査・手術までの待機期間を大幅に短縮し、患者受入体制を

拡充する。また、感染症病床を設置し、院内感染対策を図る。さらに、総合的な高度救命救

急医療を必要とする患者に対しては、全診療科の支援による重症度別管理体制を構築する。 
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   イ このように、多くの専門医を擁する大学病院に隣接した統合医療センター（仮称）を設置す

ることにより、大学病院の総合的な機能を活用できるとともに、各診療科との連携に効率的で

合理的な動線を確保することができる。このことにより、周産期・新生児、小児、救急医療に

携わる医師の効率的配置を可能とし、実質的業務量の低減を図る（現在の診療科別勤務態勢を

診療横断的勤務態勢に変更する）。 

   ウ また、統合医療センター（仮称）に必要な医師数については、現体制において平成24年１月

現在、産婦人科医22人、小児科医26人、救急科医28人が配置されており、統合医療センター(仮

称)の増床に対しても医師配置は十分に確保できるものと見込まれる。さらに、医師の効率的配

置により生み出された人的資源を、医師・コメディカル等の教育や地域医療支援に充当するこ

とで、周産期・小児、救急医療体制の維持、拡充を図る。 

   エ 深刻な医師不足によって地域の中核的病院における医療機能の維持が困難となっている本県

において、周産期医療、小児医療、救命救急医療の高度拠点を形成するためには、全診療科の

専門医による強力な支援体制が必要不可欠である。大学病院機能と一体となった統合医療セン

ター（仮称）の整備によって、本県全域の重症患者や外科治療が必要な患者、救急患者を対象

とした、全診療科の全専門医による総合的視野からの集学的高度医療、完結的医療の提供を目

指し、大規模な災害発生時においても、多様な患者に包括的に対応できる高度医療の拠点形成

を図る。 

   オ さらに、周産期・小児・救急医療に加え、療育センターとの連携を強化した診療体制は、他

に例をみないものになるものと考えられる。医学実習や卒後研修の場として魅力のある環境を

整備し、岩手医科大学における教育と医師確保対策とがあいまって、本県において周産期・小

児・救急医療に従事する医師の増加が期待される。 

 

  ⑶ 重症心身障がい児等の支援に係る目標 

   ア 重症心身障がい児等の支援 

    ① 重症心身障がい児等に対する支援については、県立療育センターと岩手医科大学附属病院

を連携強化することによって、医師等の医療スタッフの効率的な配置、医療機能の分担によ

るＮＩＣＵ患者退院後の医療の提供、濃密な医療的ケアを要する超重症児への医療連携によ

る高度な医療の提供など、全県を対象とした高度小児医療提供体制の構築を目指す。  

    ② 被災した重症心身障がい児等に対する支援機能を付加することによって、災害時において

も重症心身障がい児等の支援拠点として、重要な役割を果たせる体制づくりを目指す。  

    （重症心身障がい児等に対する災害時の支援として目指すもの） 

     ○岩手医科大学附属病院やもりおかこども病院等の関係医療機関との連携を図りながら、災

害時においても超重症児等を十分に受入できる体制（超重症児等支援ネットワーク）を構

築するため、県立療育センターがその中核機関としての役割を果たすことができるよう体

制整備を行う。 

     ○県内唯一、児童精神科を設置している県立療育センターが、障がい児を含めた子どものこ

ころのケアの支援拠点として医師等の充実強化を図りながら、子どもへの心のケアを長期

的に行う。 

     ○広い県土においても重症心身障がい児等が住み慣れた地域で、療育の支援が受けられるよ

う、県立療育センターのサブセンターを設置し、被災した市町村の療育機能の補完を行い

ながら、身近なところで継続した専門的な支援を行う。  

    ③ 岩手医科大学附属病院との連携強化を図る県立療育センターの整備に併せて、県内唯一の

肢体不自由児や重複障がい児を受け入れている県立盛岡となん支援学校を一体的に整備する

ことにより、高度医療機関、療育機関、障がい児教育機関からなる新たな医療・福祉・教育

の連携体制を構築し、関係機関の従事者が密接に連携し、総合的な障がい児療育の支援を行

い、在籍児の安全で安心な教育環境を創出し、「こども（障がい児）療育支援エリア」の形

成を目指す。 
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   イ 障がい者の支援 

    ① 回復期医療機関と社会リハビリテーションを実施する障がい福祉サービス事業所との連携

をより密接なものとするため、県立療育センターを核として、身近な地域で社会リハビリテ

ーションが受けられるような体制を構築する。  

    ② 県立療育センターが関係機関と連携しながら行う技術的支援を通じて、市町村職員の資質

の向上を図ることにより、社会リハビリテーションに必要な障がい者のケアマネジメントが

適切に実施される体制を構築する。 

 

 

Ⅴ 具体的な施策 

 １ 被災地の医療提供体制の復旧・復興に取り組む事業 

  ⑴ 仮設診療所等の整備 

   ア 総事業費（財源内訳） 

     1,457,343千円（基金負担分699,908千円 国庫補助分755,943千円 県費負担1,492千円） 

   イ 目的 

     沿岸被災地において、被災した医療提供施設が大規模な施設改修又は移転整備等の本格的な

診療を開始するまでの間、仮設診療所等を整備し、被災地における医療提供体制の確保を図る。 

   ウ 事業内容 

    ① 被災地に仮設診療所（医科：16か所、歯科：14か所）を整備する。 

     ○実施期間 

      平成23年度～平成24年度 

     ○事業費 

      703,823千円（基金負担分51,824千円 国庫補助分：651,969千円 県費負担分：30千円） 

      ※緊急的な取組として前倒し交付15億円を活用 

 

    ② 津波により地域の中核病院（県立病院）が全壊等の被害を受けた陸前高田市、大槌町及び

山田町において、これに代替する機能を有する仮設診療施設を整備する。 

     ○実施期間 

      平成23年度～平成24年度 

     ○事業費 

      654,412千円（基金負担分573,084千円 国庫補助分81,328千円） 

      ※緊急的な取組として前倒し交付15億円を活用 

     ○整備概要 

施設名 仮設診療施設整備概要 事業費計 

県立高田病院 
陸前高田市米崎町字野沢地内にプレハブの仮設施設

を整備するもの（Ｓ造２階建て延1,768.59㎡（41床）） 
428,070千円 

県立大槌病院 

大槌町大槌第13地内に、民間団体から無償提供を受け

たコンテナ式施設に受水槽等附帯設備を整備するも

の（コンテナ式 延431.88㎡） 

69,328千円 

県立山田病院 
山田町大沢第第13地内にプレハブの仮設施設を整備

するもの（Ｓ造平屋建て 延649.49㎡） 
157,014千円 

合 計 654,412千円 

 

    ③ 仮設住宅入居者を初めとする被災者に対する巡回診療等を実施するため、歯科巡回診療車

を配置（16台）する。 

     ○事業期間 

      平成23年度 
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     ○事業費 

      24,108千円（国庫補助分22,646千円 県費負担分1,462千円） 

 

    ④ 被災地に整備した仮設診療所のうち、社団法人岩手県医師会が県内陸部の会員医師の診療

応援等により運営する仮設診療所（陸前高田市）の運営に係る医師の派遣に要する経費等に

対して補助し、医療機関が壊滅的な被害を受けた陸前高田市の医療提供体制の確保を図る。 

     ○事業期間 

      平成23年度～平成24年度 

     ○事業費 

      75,000千円（基金負担分75,000千円） 

      ※緊急的な取組として前倒し交付15億円を活用 

 

  ⑵ 被災した医療機関の復旧等の支援 

   ア 総事業費（財源内訳） 

     3,127,093千円（基金負担分2,378,733千円 設置者負担分748,360千円） 

   イ 目的  

     被災した医療提供施設の本格的な再建までの当面の診療機能の回復を支援し、また、早期に

大規模な施設改修又は移転整備等を行う医療提供施設に対する支援を行い、被災地における医

療提供体制の確保を図る。 

   ウ 事業内容 

    ① 内陸市町村区域における政策医療実施機関及び津波により甚大な被害を受けた沿岸市町村

区域の病院、診療所及び歯科診療所に対し、国の災害復旧費補助の対象とならない経費を補

助する。 

     ○実施期間 

      平成23年度～平成25年度 

     ○事業費 

      913,439千円（基金負担分685,079千円、設置者負担分228,360千円） 

      ※緊急的な取組として前倒し交付15億円を活用 

      （対象医療機関及び所要額） 

 
施設数 

所要額 

基金 事業者負担 

病院 35 133,746千円 44,582千円 

診療所 124 353,431千円 117,810千円 

歯科診療所 126 197,902千円 65,968千円 

合計 285 685,079千円 228,360千円 

        ※補助限度額 

         ・病院・診療所 施設に対する補助：40,000千円×1/2 

                 医療機器に対する補助：20,000千円×3/4 

         ・歯科診療所  施設に対する補助：30,000千円×1/2 

                 医療機器に対する補助：15,000千円×3/4 

 

    ② 津波等により被災した医療機関の内、移転整備が必要な診療所（医科２か所、歯科６か所）

について、被災地における早期の医療提供体制の復興を促進するため、これに要する経費対

して補助を行う。 

     ○実施期間 

      平成23年度 
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     ○事業費 

      650,000千円（基金負担分487,500千円 設置者負担分162,500千円） 

      ・診療所：２か所×100,000千円×3/4 

      ・歯科診療所：６か所×75,000千円×3/4 

 

    ③ 地震により建物が一部損壊した県立大東病院の一部改修を緊急的に行い、その外来機能を

回復する。 

     ○実施期間 

      平成23年度 

     ○事業費 

      144,945千円（基金負担分144,945千円） 

      ・設計費： 7,019千円 

      ・工事費：135,246千円 

      ・監理費： 2,680千円 

      ※緊急的な取組として前倒し交付15億円を活用 

 

    ④ 建物が一部損壊した県立大東病院について、コンクリートブロック造の本館部分が、地震

により使用不能となったことから、本館部分を取り壊して再整備を行う。 

      なお、具体的な整備内容はさらに検討のうえ決定する。 

     ○実施期間 

      平成24年度～平成25年度 

     ○事業費（概算） 

      698,484千円（基金負担分698,484千円） 

      ※現在の施設・設備を参考に積算 

     ○現在の施設の概要 

構造種別 階数 延床面積（㎡） 

補強コンクリートブロック造 地上１階 662.04 

耐力壁補強コンクリートブロック造 地上２階 1,432.08 

 

    ⑤ 被災した薬局に対する災害復旧を支援し、その復旧や移転整備を促進するとともに、被災

した県立病院の仮設診療所設置に伴う仮設薬局の設置を支援することにより、患者が安心し

て調剤を受けられる体制を早急に整備する。 

     ○実施期間 

      平成23年度～平成25年度 

     ○事業費 

      720,225千円（基金負担分362,725千円 設置者負担分357,500千円） 

      ・被災施設等の復旧 55施設×13,000千円×1/2＝357,500千円 

      ・その他事務費等 5,225千円 

      ※緊急的な取組として前倒し交付15億円を活用 

 

  ⑶ 地域の実情に応じた保健医療施設の整備の支援 

   ア 総事業費 

     458,455千円（基金負担分458,455千円） 

   イ 目的 

     市町村が地域の実情に応じて行う、医療機能を有する施設の整備を支援し、地域の医療提供

体制の確保を図る。 
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   ウ 事業内容 

    ○実施期間 

     平成23年度～平成25年度 

 

    ○各施設の整備概要等 

名 称 事業内容 
事業費 

（基金負担分） 

釜石市鵜住居地区保

健医療施設 

釜石市が、民間企業からの支援を受けて鵜

住居地区に整備した保健医療施設（診療

３・薬局１）について、その整備費の一部

を補助する。 

60,880千円 

（60,880千円） 

釜石市保健センター 一部損壊した釜石市保健センター（病院供

用部分）の復旧について、その経費を補助

する。 

304,045千円 

（304,045千円） 

野田村保健医療施設 野田村の保健医療施設（診療所機能）につ

いて、その整備に係る経費を補助する。 

93,530千円 

（93,530千円） 

 

  ⑷ 医療従事者の養成・確保に係る取組 

   ア 総事業費 

     1,184,036千円（基金負担分868,141千円 県負担分315,895千円） 

   イ 目的 

     沿岸被災地は、従前から医療従事者が不足している地域であったが、東日本大震災により更

にその状況が深刻化したことから、当該地域における医療従事者の確保を図るための取組を行

う。 

   ウ 事業内容 

    ① 看護職員について、沿岸被災地においては、当該職員の確保が難しい状況であることから、

その確保を支援する。 

     ○事業期間 

      平成23年度～平成24年度 

     ○事業費 

      112,000千円（基金負担分112,000千円） 

      ・H23：400千円×２月×20人 

      ・H24：400千円×12月×20人 

     

② 沿岸被災地における薬剤師の確保を図るため、薬学生を対象とした沿岸薬剤師との交流体

験や調剤業務を行っていない薬剤師の研修による従事者の掘り起しを行う。 

      また、高校生等に対する薬局・薬剤師の役割に係る普及啓発等を行う。 

     ○事業期間 

      平成23年度～平成25年度 

     ○事業費 

      11,371千円（基金負担分11,371千円） 

      ・薬学生の沿岸薬剤師との交流等啓発活動 1,555千円 

・認定薬剤師実務実習指導薬剤師養成研修参加費補助 16名/2年 1,069千円 

      ・薬剤師活動普及啓発活動 2,787千円 

      ・その他研修会開催費等 5,960千円 
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③ 沿岸被災地からの入学者の継続的な受入れ実績を有する県立一関高等看護学院について、

校舎が被災により使用不能となったこと及び学生の安全・安心な生活環境確保のため寄宿舎

の改築が必要なことから、これらの施設の移転整備、改築を行い、学習環境の充実を図る。 

      また、当該施設の整備期間内における代替校舎を確保し、在校生の教育体制の維持を図る。 

     ○事業期間 

      平成23年度～平成25年度 

     ○事業費 

      838,723千円（基金負担分522,828千円 県負担分315,895千円） 

      ・校舎改築   528,349千円 

      ・寄宿舎改築  290,153千円 

      ・学習環境確保  20,221千円 

     

④ 被災により、県立病院の医師公舎や民間アパート、宿泊施設が損壊するなど、住家を失っ

た医師、看護師が多く、被災地で医療に従事する県立病院職員の住居が不足していることか

ら、応急仮設公舎を整備する。 

     ○事業期間 

      平成23年度～平成25年度 

     ○事業費 

       221,942千円（基金負担分221,942千円） 

       ・リース料 大船渡市内（18戸） ：76,077千円 

             釜石市内（22戸）  ：92,329千円 

       ・施設整備費用 住田町内（17戸）：53,536千円 

 

  ⑸ 沿岸被災地における医療提供体制の再建・強化 

   ア 総事業費（財源内訳） 

     736,991千円（基金負担分481,944千円、設置者負担分255,047千円） 

   イ 目的 

     被災による長期間にわたる停電等が続き、透析医療機関での透析不能又は透析能力低下が生

じたことや透析医療機関以外にあっても病院機能等の維持が困難であったことから、沿岸被災

地におけるこれらの対策に係る緊急的な支援を行い、地域住民が継続して、地域で安心して暮

らすことができる医療提供体制を確保する。 

   ウ 事業内容 

    ① 沿岸被災地の透析患者がかかりつけの医療機関で透析を受けることができるよう、当該地

域の４病院・４診療所に人工腎臓装置（63台）及び自家発電装置（２台）の整備を図る。 

     ○事業期間 

      平成24年度 

     ○事業費 

      225,140千円（基金負担分150,093千円、設置者負担分75,047千円） 

 

    ② 沿岸被災地での災害時における病院機能維持のため、自家発電装置の整備を図る。 

     ○事業期間 

      平成24年度～平成25年度 

     ○事業費511,851千円（基金負担分331,851千円、設置者負担分180,000千円） 

      ・災害拠点病院自家発電設備整備（県立釜石病院）：151,851千円×10/10 

      ・病院自家発電設備整備：被災地18病院×20,000千円×1/2 
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 ２ 全県的な災害時医療提供体制の強化に取り組む事業 

  ⑴ 災害急性期の医療救護体制・医療提供体制の確保に係る取組 

   ア 総事業費 

     115,198千円（基金負担分112,819千円 国庫補助分2,379千円） 

   イ 目的 

     東日本大震災の際のＤＭＡＴ活動では、通信手段の確保が困難となり、医療ニーズの把握や

活動指示に支障を来したほか、携帯用医療器材や隊員の防護服等が不足したことから、これら

の装備品を整備する。また、各指定病院にはＤＭＡＴ専用の緊急車両がなく、活動時には病院

救急車や公用車で出動を余儀なくされたが、この状況下では、病院間の転院搬送等に支障を来

すこととなることから、各指定病院にＤＭＡＴ専用車両を整備する。 

     また、災害時における医療提供体制を確保するため、県民への医療提供の拠点となる県立病

院に衛星携帯電話を整備し、災害時の迅速かつ確実な情報共有を行うための通信手段の確保を

図る。 

   ウ 事業内容 

    ① 県内の災害拠点病院11施設のＤＭＡＴ20チームに携帯用医療資器材やユニフォーム等を整

備するとともに、災害拠点病院11施設にＤＭＡＴが現場活動で使用するデータ通信対応衛星

携帯電話やＤＭＡＴ移動車両を整備する。 

     ○事業期間 

      平成23年度～平成24年度 

     ○事業費 

      99,758千円（基金負担分97,379千円 国庫補助分2,379千円） 

      ・ＤＭＡＴ20チームの装備品整備 2,000千円×20チーム＝40,000千円 

      ・データ通信対応衛星携帯電話整備 災害拠点病院11施設総額 4,758千円 

      ・ＤＭＡＴ移動車両整備 災害拠点病院11施設×5,000千円＝55,000千円 

 

    ② 災害時に迅速で確実な情報を把握するため、災害時の通信手段として、県立病院に衛星携

帯電話を整備し、院内電話とも連携が可能な環境を整備する。 

     ○事業期間 

      平成24年度 

     ○事業費 

      15,440千円（基金負担分15,440千円） 

      ・衛星携帯電話整備 9,240千円 

      ・屋外アンテナ、院内電話交換機接続費 6,200千円 

 

  ⑵ 統合医療センター（周産期・小児・高度救命救急）（仮称）整備事業 

   ア 総事業費 

     11,600,000千円（基金負担分4,000,000千円 設置者負担分7,600,000千円） 

   イ 目的 

     岩手医科大学附属病院の移転整備に対応し、同附属病院が担う総合周産期母子医療センタ

ー・高度救命救急センターの機能拡充と効率的な診療体制の構築を図るため、現行の施設設備

及び要員配置を見直し、関係診療科の緊密な連携によってハイリスク妊娠や母体の救急疾患、

胎児治療、新生児・小児の重症疾患、高度救命救急等に包括的に対応する「統合医療センター

（周産期・小児・高度救命救急）（仮称）」を整備する。 

   ウ 事業期間 

     平成23年度～平成25年度 
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【整備概要（病床数・主要設備等）】 

機  能 現状規模 計画規模 備  考 

周
産
期
・
新
生
児
・
小
児
医
療 

ＭＦＩＣＵ（母体・胎児） ９床 12床 需要数に対応するため増床 

母体・胎児感染症病床 － ３床 感染症対策のため新設 

母体ＨＣＵ － ３床 ＭＦＩＣＵの後方病床未設置のため新設 

陣痛・回復 １ユニット ２ユニット  

分娩ﾕﾆｯﾄ ２ユニット ２ユニット  

緊急手術ﾕﾆｯﾄ － １ユニット 緊急手術に迅速に対応するため新設 

ＮＩＣＵ 25床 30床 需要数に対応するため増床 

回復期治療室 16床 30床 後送病院不足のため増床 

小児感染症病床 － ５床 感染症対策のため新設 

小児ＩＣＵ － 10床 
重症障がい児及び小児救命救急に対応す
るため新設 

救
命
救
急
医
療 

ＩＣＵ 14床 20床 
疾病構造の変化（内因性疾患の増加等）
に対応するため増床 

ＨＣＵ 16床 32床 増加傾向にある需要に対応するため増床 

合計ベッド数 80床 145床 ＋65床 

※一般病床（産科、新生児、小児、小児循環器、小児外科、救急）は附属病院の整備計画で設置 

 

【建物計画面積及び建設工事費】 

計画病床数 145床 

計画面積 115㎡／床 

延床面積 16,000㎡ 

工事費単価 500,000円／㎡ 

建設工事費 8,000,000千円 

 

【診療機器整備費】 

整備内訳 概算整備費 

周産期母子、新生児、小児医療 

生体情報モニター ３式 

1,300,000千円 

分娩監視装置 20台 

保育器 69台 

人工呼吸器 48台 

超音波画像診断装置 10台 

その他周産期母子、小児関連機器 一式 

高度救命救急 

生体情報モニター ２式 

2,300,000千円 

人工呼吸器 30台 

ＣＴ １台 

ＭＲＩ １台 

一般×線撮影装置 １台 

透視診断装置 1台 

ポータブル×線撮影装置 ２台 

熱傷ユニット ４台 

超音波断層装置 ４台 

高規格ドクターカー １台 

その他ＩＣＵ、ＨＣＵ関連機器 一式 

※総合周産期母子医療センター及び高度救命救急センターで現在使用している診療機器を参考とした。 

 

 

 

 

※次の条件等により算定したものであること。 
・総合周産期、小児、救急医療の重症度が高い急性

期施設として整備 
・計画面積、延床面積、工事費単価は岩手医科大学

附属病院循環器医療センター及び最近他県におい
て建設された４医療機関を参考として算出  
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  ⑶ 県立療育センター整備事業 

   ア 総事業費 

    5,110,567 千円 

     （基金負担分 3,000,000 千円、県負担分 2,110,567 千円） 

      県立盛岡となん支援学校との一体整備に係る総事業費 

（基金負担分 3,000,000 千円、国庫補助分 518,000 千円、県負担分 4,069,567 千円） 

   イ 目的 

      高度小児医療提供体制の構築及び新たな医療・福祉・教育の連携体制の構築による「いわて

こども（障がい児）療育支援エリア」の形成を図るため、岩手県立療育センター整備の具体化

を図る。 

      県立療育センターが、超重症児等の受入など新たなニーズに対応するため、超重症児等の入

院・入所や外来の受入体制の充実、ＮＩＣＵの利用患者を受け入れる後送病床としての機能拡

充、また、今般の震災を踏まえ、障がい児を含む子どものこころのケアなどの災害時の障がい

児支援機能を付加した新しい施設への転換を図り、岩手医科大学附属病院や重症心身障害児施

設等との密接な医療連携を図り、本県の高度小児医療提供体制等を構築する。 

      また、本県における障がい者の社会リハビリテーションの専門拠点施設としての機能も果た

せる体制の強化を図っていく。 

      さらには、県内の障がい児教育の拠点である県立盛岡となん支援学校を一体的に整備するこ

とにより、医療と福祉と教育の密接な連携のもと、在籍児の安全で安心な教育環境を創出する

「いわてこども（障がい児）療育支援エリア」の形成を図っていく。 

   ウ 事業期間 

     平成23年度から平成25年度 

   エ 事業費内訳 

    ○県立療育センター整備（5,110,567 千円） 

     ・基本計画策定費：9,090 千円 ・基本設計・実施設計費：207,014 千円 

     ・土地取得費：500,000 千円 ・地質調査費等：9,304 千円 

     ・建設費：4,085,159 千円 ・医療機器等購入費：300,000 千円 

【整備概要】 

区 分 現状（定員） 整備計画 

障
が
い
児
支
援
部
門 

入所部門 ・肢体不自由児施設60人 

 

・肢体不自由児施設30人 

・重症心身障害児施設20人 

・一般病床10人 

診療部門 ・小児科・整形外科・歯科 

・神経内科・泋尿器科 

・児童精神科（６診療科） 

・小児科・整形外科・歯科 

・神経内科・泋尿器科 

・児童精神科・耳鼻咽喉科 

・眼科・リハビリテーション科（９診療科） 

在宅部門 ・肢体不自由児通園15人 

・重症心身障害児（者）通園９人 

・障害児（者）短期入所・日中一

時支援５人 

・肢体不自由児通園20人 

・重症心身障害児（者）通園15人 

・障害児（者）短期入所・日中一時支援5人 

障がい者支援

部門 

・自立訓練（機能）20人 

・自立訓練（生活）６人 

・就労移行支援６人 

・施設入所支援30人 

・自立訓練（機能）20人 

・自立訓練（生活）６人 

・就労移行支援６人 

・施設入所支援30人 
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【建物計画面積及び建設工事費】 

延床面積 11,507.49 ㎡ 

建設工事費 4,085,159 千円 

 

【診療機器等整備費】 

・医療機器（ＭＲＩ等） 

・厨房機器 

・一般事務機器 他 

300,000 千円 

 

 参考  県立盛岡となん支援学校整備（2,477,000 千円） 

     ・基本設計・実施設計費：107,000 千円 ・地質調査費：5,000 千円 

     ・用地測量：3,000 千円 ・建設費：2,062,000 千円  

     ・自立活動器具・教材等購入費：300,000千円 

【整備概要】 

 ○県立盛岡となん支援学校 

区 分 学  級 小学部 小 計 中学部 小 計 高等部 小 計 合 計 

教室 通常学級 1 12 1 9 2 11 32 

特別学級 11 8 9 

寄宿舎 男８室、女７室 15 

 

【建物計画面積及び建設工事費】 

延床面積 9,415.00 ㎡ 

建設工事費 2,062,000 千円 

 

【診療機器等整備費】 

・教育用備品（机、椅子等） 

・自立活動器具 

・ＰＣ及び周辺機器 

・一般事務機器 他 

300,000 千円 

 

 

Ⅵ 施設・整備対象医療機関の病床削減数 

  本計画においては、岩手医科大学附属病院・統合医療センター（周産期・小児・高度救命救急）（仮

称）の整備を対象として、同附属病院（盛岡保健医療圏・過剰地域）の全病床数（1,166床）の10パ

ーセントを削減して統合医療センターを含む新病院の移転整備を図ることを基本とし、その詳細につ

いては、今後、さらに検討していく。 

 

 

Ⅶ 地域医療再生計画終了後に実施する事業 

  （再生計画が終了する平成26年度以降も継続して実施する必要があると見込まれる事業） 

  医療提供施設の再建等に係る事業については、医療の復興計画（仮称）に盛り込み、被災地におけ

るまちづくり計画等との整合性を図りながら、継続して取り組んでいくものである。 

 

 

Ⅷ 地域医療再生計画（案）作成経過 

  地域医療再生計画案の作成、取りまとめに当たっては、平成21年度地域医療再生計画案の策定に際

し設置された県内有識者会議を再組織し、意見聴取を行うこととしているほか、特に被災地における
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医療提供体制の復旧・復興を図るための取組に関しては、本県東日本大震災津波復興計画の策定に関

し医療分野について提言等を行うことを目的として設置された医療分野専門家会議での議論も踏ま

えることとし、同会議において意見等を聴取している。 

 23. 5.18 第１回医療分野専門家会議 

      医療施設の被害状況、被災地における医療活動状況、復興に向けた具体的取組案の検討状

況等について報告し、意見等を聴取 

 23. 6.23 第２回医療分野専門家会議 

      復興計画（基本計画）に基づく取組項目案について報告し、意見等を聴取 

 23. 7.20 第３回医療分野専門家会議 

      復興計画（実施計画）に基づく取組案及び基本計画に基づく中長期的な取組方向について

検討状況を報告し、意見等を聴取 

 23. 9.28～29 有識者会議構成員に対し、前倒し交付分（15億円）に係る取組内容を説明し、意見聴

取 

 23. 9.30 第４回医療分野専門家会議 

      地域医療再生基金の活用を含む被災医療提供施設の復旧等支援、復興計画に基づく中長期

的な取組の具体化について検討状況を報告し、意見等を聴取 

 同  日 15億円を交付申請 

 23.12.27 岩手県医療審議会 

      地域医療再生基金（平成22年度・平成23年度）の活用を含む被災医療提供施設の復旧等支

援、中長期的な取組の具体化について検討状況を報告し、意見聴取 

 24. 1.30～31 有識者会議構成員及び県内医療関係団体に対し、地域医療再生計画案に係る取組内容

を説明し、意見聴取 

 

 （その他参考となる経緯） 

 21.10.16 盛岡保健医療圏を対象として、統合医療センター(仮称)の整備を含む地域医療再生計画案

を決定 

 21.11. 6 交付金制度の見直しに伴い地域医療再生計画案を修正。統合医療センター(仮称)の整備に

ついては、引き続き実現に向けて関係者で検討 

 21.12. 7 政府予算要望「高度医療拠点施設の整備に対する財政支援措置の創設」 

100億円計画で構想していた周産期医療・小児医療・救急医療における高度医療拠点施設の整

備に対する補助制度等財政支援措置を創設されたいこと 

 22. 3. 8 「地域医療再生計画に係る有識者会議による都道府県に対する技術的助言等」及び「地域

医療再生計画に対する意見」への対応方針について報告 

       「総合医療センター（仮称）の整備構想が検討にとどまっているのが残念である。」の

意見に対し、高度医療拠点施設の整備については継続して岩手医科大学と検討を進めてい

くこととしていること。また、整備に当たっては、国による財政支援措置が必要であり、

制度の創設について要望している旨を報告している。 

 22. 8. 3 政府予算要望「高度医療拠点施設の整備に対する財政支援措置の創設」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


